
○我が国の重要インフラ（１０分野；情報通信、金融、航空、鉄道、電力、ガス、政府・行政サービス、医療、水道、物
流）横断的な情報セキュリティ水準の向上を図るための「個別設計図」として、「重要インフラの情報セキュリティ対
策に係る行動計画」を策定（２００５年１２月１３日情報セキュリティ政策会議決定） 。

○１）サイバー攻撃のみならず２）非意図的要因、３）災害に起因する、「ITの機能不全が引き起こすサービスの停止
や機能の低下等」（IT障害）から重要インフラを防護。
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①安全基準等

④分野横断的演習

相互依存性解析等に基づき行
動計画の実効性を検証

IT障害に関する情報を、官民連
携して適切に共有

分野に起こりうる脅威、IT障害
の他分野への波及を解明

重要インフラ事業者が情報セキュリティ対
策を自己検証するための基準

①安全基準等①安全基準等
２００６年 内閣官房にて指針策定
２００６年９月を目途に各分野にて安全基
準等の策定・見直しを努力

②情報共有体制②情報共有体制
２００６年度末までに、各分野にて情報共
有・分析機能を整備（医療、水道、物流は整
備に関する基本的合意を２００６年度末まで
に完了）

③相互依存性解析③相互依存性解析
２００６年度 内閣官房にて試行を開始

④分野横断的演習④分野横断的演習
２００６年度 内閣官房にて「研究的演習」、
「机上演習」を実施
２００７年度 内閣官房にて「機能演習」を
実施

本行動計画の実施により、本行動計画の実施により、
官民が連携した、新しい重要官民が連携した、新しい重要
インフラ防護体制の構築へインフラ防護体制の構築へ

重要インフラ連絡協議会重要インフラ連絡協議会

「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る行動計画」「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る行動計画」
の概要の概要についてについて 資料２


